













2 0 1 3




















2013年3・4月号  第13巻第3・4号/隔月発行  通巻134号　ISSN 1349-3663
科 学 技 術 動 向　2013年 3・4月号
2
科学技術動向
概　要 本文は p.13 へ
米国国立科学財団（NSF）の評価基準の改訂
―基礎科学研究活動が潜在的に持つ社会的インパクトに関する新たな理念の提示―
　米国国立科学財団（National Science Foundation: NSF）は、その支援を行う基礎科
学、工学分野の研究、教育プログラムへのプロポーザルに対する評価に用いるメリットレ
ビュー基準（merit review criteria）を改訂し、2013 年 1 月 14 日から適用した。
　NSF のメリットレビューの基準は、1997 年から現在に至るまで、「知的メリット」と「よ





　また、2011 年 1 月 4 日に成立した「2010 年アメリカ COMPETES 再授権法」においては、
この「より幅広いインパクト」評価基準をとおして達成すべき目標として、米国の経済競
争力の向上等、計 8 項目が示された。
　このような状況において NSF は、2010 年に NSF に対する助言機関でもある国家科学
審議会（National Science Board-NSB）に置かれたタスクフォースにその改訂の検討を依
頼した。これに対し NSB は多くのステークホルダーからの意見等を取り入れ、また、競
争力強化法や NSF の戦略計画を参照し改訂案を作成し NSF に提出した。
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本文は p.40 へ
2012 年の世界の衛星打上げ動向
　2012 年は 27 か国 4 機関により計 131 機の衛星が打ち上げられ、そのうち 73 機は有人
宇宙飛行および宇宙応用を目的とする実用衛星であった。有人宇宙飛行の分野では 4 か国
1 機関から計 12 機の有人宇宙船や物資補給船が打ち上げられ、宇宙応用の分野では通信
放送衛星・地球観測衛星・航行測位衛星が 20 か国 4 機関から 61 機打ち上げられた。








移行しつつあるといえる。中国は 2011 年から 2015 年までの 5 年間で 100 機の衛星の打上
げを計画するなど、一段の飛躍が見込まれる。
　日本は第一期水循環変動観測衛星「GCOM–W1（しずく）」と宇宙ステーション補給機
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も高くかつ温度に依らず一定で、Ca 原子 2 個と N
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トピックス2 過去最大の新たな素数を発見
　2013年 1月 25日、分散コンピューティングを用いた素数の探査プロジェクト GIMPS（Great 
Internet Mersenne Prime Search）に参加する（米）セントラルミズーリ大学の C. Cooper博士が過去







　　　　3）　科学技術動向誌 No.132 （2012 年 11・12 月号）「数学上の未解決問題 ABC 予想を証明」
　2013 年 1 月25日、分散コンピューティングを用い
た素数の探査プロジェクトGIMPS（Great Internet 
Mersenne Prime Search）は、過去最大の素数を発
見した1）。発見した素数は、2 の 57,885,161 乗から1を
引いた数で、17,425,170 桁になる。この素数は、プロジェ
クトに参加している（米）セントラルミズ リー大学の数学教



















　自然数Mp = 2p−1（但し、p は自然数）が素数になる
場合をメルセンヌ素数注）と呼び、22−1 = 3、23−1 = 7、










47 番目のメルセンヌ素数の発見後に、45 番目と46 番目
のメルセンヌ素数が発見された。47 番目のメルセンヌ素
数は、（米）カリフォルニア大学ロサンゼルス校（UCLA）









2p−1（p ≦ 257）が素数になるのは、p = 2, 3, 5, 7, 13, 17, 19, 
31, 67, 127, 257 だけであると主張したが、他にも素数が存
在するなどその主張の一部は誤りであることが後に分かった。
␊ྒ p Mp䛴᰾ᩐⓆずᖳ㻃 Ⓠず⩽㻃
35 1,398,269 420,921 1996 J. Armengaud
36 2,976,221 895,932 1997 G. Spence 
37 3,021,377 909,526 1998 R. Clarkson 
38 6,972,593 2,098,960 1999 N. Hajratwala
39 13,466,917 4,053,946 2001 M. Cameron
40 20,996,011 6,320,430 2003 M. Shafer 
41 24,036,583 7,235,733 2004 J. Findley 
42 25,964,951 7,816,230 2005 M. Nowak 
43 30,402,457 9,152,052 2005 C. Cooper & S. Boone
44 32,582,657 9,808,358 2006 C. Cooper & S. Boone
45 37,156,667 11,185,272 2008 H-M. Elvenich
46 42,643,801 12,837,064 2009 O.M. Strindmo
47 43,112,609 12,978,189 2008 E. Smith, et al. 
48 57,885,161 17,425,170 2013 C. Cooper 
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者のうち 38％ が女性で、全体の平均年齢は 40 歳。
年齢構成別の内訳は、22 歳から 39 歳が 40％、40 歳
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　2013 年 2 月、米国カリフォルニア大学ロサンゼ
ルス校（UCLA）を中心とする研究グループは、広
い範囲に散在する 1μm より小さいナノスケール












































参　考　1）　O. Mudanyali et al., “Wide-field optical detection of nanoparticles using on-chip microscopy and self-
assembled nanolenses”, Nature Photonics, DOI:10.1038/NPHOTON.2012.337.
トピックス5 広範囲に散在するナノ粒子を検出できるオンチップ顕微鏡
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参　考　1）　THE DIGITAL UNIVERSE IN 2020 : Big Data, Bigger Digital Shadows, and Biggest Growth in the Far East
（IDC 2012.12）
　　　　2）　米国政府のビッグデータへの取り組み（科学技術動向月報　2012 年 9,10 月号）
　　　　3）　Big Data : The next frontier for innovation, competition, and productivity（McKinsey Global Institute,2011）









　2012 年に生成・複製されるデ ター量は、2.8 ZB（ゼ
タバイト：ゼタは 10 の 21 乗）に達し、2005 年から2020










　DU の大部分（2012 年では 68%）は、消費者によっ
て生成され消費されるものである。また、マシンが生成
したデ ターが DU の拡大に大きく影響を及ぼし、DU に






































　2012年 12月、International Data Corporationは、2020年の全デジタルデータの世界（デジタルユ
ニバース）のサイズを推定した報告書を発表した。報告書によると、2020年までにデータ量は 2年




















dation：NSF）、 エ ネ ル ギ ー 省
（Department of Energy）等の機
関を通じて支援を行っている。こ









































2011 年 12 月には NSB が報告書
を提出し、それに基づく大きな改





















　また、2011 年 1 月 4 日に成立し
た「2010 年アメリカ COMPETES
再授権法（America Creating Oppor-
tunities to Meaningfully Promote 
Excellence in Technology, Edu-
cation, and Science Reauthoriza-
tion Act of 2010 （America COM-

















新たなメリットレビュー基準（2013 年 1 月 14 日から適用）








































































































2010 年 2 月　NSB が、「メリットレビューに関するタスクフォース」を設置し検討を開始
2011 年 1 月　「2010 年アメリカ COMPETES 再授権法」が成立
2011 年 4 月　NSF が、戦略計画「NSF Strategic Plan 2011-2016」を策定
2011 年 12 月　NSB が、「国立科学財団のメリットレビュー基準：評価と改訂」報告書を提出





















merit of the proposed research, 

































援の促進（Enhancing Support of 





















　米 国 で は 2007 年 8 月 に 競
争 力 強 化 法 と し て「 ア メ リ カ
COMPETES 法」が施行されてい
るが、2011 年 1 月 4 日には同法を
引き継ぐ新たな「2010 年アメリカ
COMPETES 再授権法（America 
Crea t i ng  Oppor tun i t i e s  t o 
Meaningfully Promote Excellence 


































Science Reauthorization Act of 
2010 （America COMPETES 























































































は、NSB の委託を受けた Science 
and Technology Policy Institute
























































年 12 月 14 日に「国立科学財団のメ
リットレビュー基準：評価と改訂
（National Science Foundation’s 
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執筆者プロフィール
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度ジャーナルの影響度指標である Impact Factor も開発された。
注3　最近はジャーナル書誌情報のデジタル化やジャーナルそのものの電子化とともに、様々な指標が開発
されてきた。その主なものは、引用・被引用関係をベースに分野間の平準化を行うなど改良したもの












　Altmetrics とは Alternative 

















































































て Mendeley に保存された文献数に基づいて研究者の影響度指数を表すサイトである ReaderMeter36）は、
そのサービス開始以来、非常に多くの注目を集め、これまでほとんどの Altmetrics 関係のサイトや記事で
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た論文が、Nature 誌で 2012 年に
もっともソーシャルメディアで採
りあげられた論文としてその回数



























































































に Eugene Garfield がジャーナル
間の引用関係を手作業で分析し、






である Impact Factor も開発され
た。これらの引用情報が電子化さ
れ、被引用分析が可能になった。


































































































































































































例である PLoS One 誌では 2006
年の発刊後 3 年で 7000 本近い論
文を掲載し、比較的高いインパク
トファクターを得ると掲載数が躍
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　同 じ 頃 米 国 で は、Center for 





















































































































































































































































































































































































学専門誌の Journal of Economic 
Perspective に掲載された Porter 




















































































































































































































も の は、Porter & van de Linde 
[1995] と同じジャーナルに掲載さ
れた Palmer et al., [1995] である。
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り、2012 年には 20 か国 4 機関か

























































は 2012 年 10 月に回収型宇宙船
「Dragon CRS-1」 の 打 上 げ、ISS
へのドッキングおよび帰還カプセ
ルの回収に成功した。








科 学 技 術 動 向　2013年 3・4月号
で、米国から打ち上げられた。航
行測位衛星は米空軍が中高度（約























　ロ シ ア は ISS へ の 搭 乗 員 お
よ び 物 資 輸 送 で 着 実 に 成 功 を
重 ね て お り、2012 年 も 有 人 宇
宙 船「Soyuz」 と 物 資 補 給 船
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　2012 年の 1 年間における主要
国の打上げ回数は、ロシアが 27
回（シーロンチ社の打上げを含



























星（3,000 kg 以上）53 機、中型衛
星（500 kg～3,000 kg）25 機、 小
型衛星（500 kg 未満）53 機であっ
た。打上げ時の重量が最大であっ
た 衛 星 は ESA の「ATV-3」 の
20,750 kg（うち輸送物資 7,300 kg）
である。日本の「HTV-3（こうの









科 学 技 術 動 向　2013年 3・4月号
　米国では 2013 年 3 月にスペー
ス X 社がドラゴン宇宙船の打上
げおよび ISS へのドッキングに
成功した。NASA との COTS 契
約としては 2 回目となる。今後





ラス 2 型）ロケットにより ISS に
ドッキングするシグナス宇宙船を
初めて打ち上げる予定である。







　中国は 2011 年から 2015 年まで



















打上げ 25 回、衛星 30 機、太陽系
探査機 3 機）を実施する計画を発
表した。
　2013 年 に 入 っ て、 ア ゼ ル バ







1）　科学技術動向 2005 年 6 月号レポート「各国の宇宙輸送システム開発動向　―スペースシャトル退役がもたらす変化―」

























＊注：軌道は 2013 年 2 月現在の状況を示す。
消失＝ ISS から分離後大気圏再突入で消失、帰還＝ ISS から分離後搭乗員が地球に帰還、回収＝ ISS から分離後物
資を搭載したカプセルを回収、ISS ＝ ISS に接続中（軌道高度約 400 km、軌道傾斜角 51.6 度）。
別表　2012 年の主要国の実用衛星打上げ状況
1）有人宇宙飛行関連のミッション
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2012年の世界の衛星打上げ動向
科 学 技 術 動 向　2013年 3・4月号
3）地球観測関連のミッション
4）航行測位・測地関連のミッション





＊注：軌道は 2013 年 2 月現在の状況を示す。
静止＝静止軌道（GSO）、中高度 = 中高度周回軌道（MEO）
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　TQC の導入から 25 年経った
2013 年現在、当部の学生部員は
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3）　中央教育審議会、学士課程教育の構築に向けて（答申）、2008 年 12 月 24 日：
http://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2008/12/26/1217067_001.pdf



















5）　教育再生実行会議、いじめの問題等への対応について（第一次提言）、2013 年 2 月 26 日：
http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kyouikusaisei/pdf/dai1_1.pdf
6）　文部科学省、下村博文文部科学大臣記者会見録（2013 年 3 月 8 日）：
http://www.mext.go.jp/b_menu/daijin/detail/1331431.htm
執筆者プロフィール
